
障害児支援における人材育成に関する検討会 開催要綱 

 

１． 趣旨 

平成 24 年の児童福祉法改正において、障害のあるこどもが身近な地域で適切な支援を受けられる

よう、従来の障害種別に分かれていた施設体系が一元化され、主に障害児通所支援については、事業

所数、利用者数が飛躍的に増加し、都市部を中心に身近な地域で障害児支援を受けられる環境が大き

く改善した。 

一方で、適切な運営や支援の質の確保が課題とされ、これまで障害児通所支援及び障害児入所支

援において、質の確保と向上等を図るための基本的事項を示した児童発達支援ガイドラインや障害児

入所施設運営指針等の策定してきたほか、「障害児入所支援の在り方に関する検討会」（平成 31 年）や

「障害児通所支援の在り方に関する検討会」（令和３年）等、複数の検討会等が開催され、支援の方向

性等について議論が重ねられてきた。 

こうした中、令和５年３月に取りまとめられた「障害児通所支援に関する検討会」の報告書において、

「障害児支援にあたる人材の育成を充実させることが急務である。障害児支援と子育て支援両方の観

点からの専門性を身につけるために、こどもの権利、発達支援、家族支援、地域支援、虐待防止等の内

容についての基礎、中堅、専門といった段階的な研修体系の構築（略）が必要である。」と指摘され、国

として、障害児支援における人材育成の体系構築に向けた検討が急務となっている。 

今般、全国どの地域でも質の高い障害児支援の提供が図られるよう、全国共通の枠組みとして、障

害児支援における研修体系の構築に向けた具体的な検討を行うため、「障害児支援における人材育成

に関する検討会」を開催する。 

 

２． 検討事項 

（１） 障害児支援における人材育成の体系化に関する事項について 

（２） その他 

 

３． 構成等 

（１） 本検討会は、こども家庭庁支援局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する。 

（２） 本検討会に座長及び座長代理を置く。座長は構成員の互選により選出し、座長代理は構成員

の中から座長が指名する。 

（３） 座長は、研修体系の構築に向けた運用及び実務の詳細等の具体的検討を行うに当たり、必

要と認めるときは、実務者作業チームを開催することができる。 

（４） 座長は、必要に応じて、構成員以外の関係者等の出席を求めることができる。 

（５） その他、本検討会の運営に関して必要な事項は、座長がこども家庭庁支援局長と協議の上、

定める。 

 

４． その他 

（１） 本検討会の庶務は、こども家庭庁支援局障害児支援課が行う。 

（２） 本検討会の議事、資料及び議事録は原則として公開とする。内容により非公開にする必要が

あると座長が認めた場合には、非公開である旨及びその理由を明示するとともに、座長が認

める範囲において議事要旨を公開する。 

 



（別紙） 
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